






















Ⅰ は じ め に











の連携は進められてきた。なお，国際監査基準（International Standards on Auditing : ISA）
では，監査のコーポレート・ガバナンスとの係わりは，監査人と「ガバナンスに責任を有
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また，改定前 ISA 260に対して次の指摘がある（IAASB［2004］, p. 3）。
















































































































































































































































































































































































































基準 項 リスク評価 実証手続 業務管理 備考





品管報 1 29 ○ 監査チーム設定の伝達




41 ○ ○ 監査役等の責任項目





監基報265 8 ○ 内部統制の重要な不備
監基報450 11 ○ ○ 未修正の重要な虚偽表示
12 ○ ○ 過年度未修正の影響
監基報505 8 ○ 確認業務への制約
監基報510 6 ○ 初年度監査の過年度虚偽
監基報550 26 ○ 関連当事者取引協議





監基報570 24 ○ GC疑義についての協議
監基報600 48 ○ ○ グループ統治責任者協議
監基報610 16 ○ 計画への内部監査の組込
監基報701 16 ○ KAMの決定




監基報706 11 ○ 追記情報の草案説明
監基報710 17 ○ 前任監査人の過年度虚偽

















































その他の説明資料（Application and Other Explanatory Material）の区分記載等の基準文書の
構成変更がなされた。



































参 考 文 献
International Auditing and Assurance Standards Board（IAASB）［1999］, ISA 260 Communication
of Audit Matters with Those Charged with Governance.
IAASB［2003］, IAASB Project Proposal － Communication of Audit Matters with Those Charged
with Governance.
IAASB［2004］, ISA 260, Communication of Audit Matters with Those Charged with Governance
－ Issues Paper.
IAASB［2015］, ISA 260 Communication with Those Charged with Governance.
企業会計審議会［2013a］「監査における不正リスク対応基準の設定について」平成25年３月。
企業会計審議会［2013b］「監査基準の改訂について」平成25年３月。
金融審議会［2002］「公認会計士制度部会報告公認会計士監査制度の充実・強化」平成14年12月。
東京証券取引所［2004］「上場会社コーポレート・ガバナンス原則」2004（平成16）年３月。
東京証券取引所［2015］「コーポレートガバナンス・コード」2015（平成27）年６月。
日本監査役協会［2015a］「監査役監査基準」平成27年７月。
日本監査役協会［2015b］「監査報告のひな型について」平成27年９月。
日本公認会計士協会［2004］監査基準委員会報告書第25号「監査役若しくは監査役会又は監査委
員会とのコミュニケーション」平成16年２月。
日本公認会計士協会・日本監査役協会［2018］「監査役等と監査人との連携に関する共同研究報
告」平成30年１月。
96
